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令和４年度日高市公営企業会計決算審査意見書 
 

 

１ 審査の対象 

令和４年度日高市水道事業会計決算 

令和４年度日高市下水道事業会計決算 

 

２ 審査の期間 

令和５年６月１９日から令和５年８月１日まで 

 

３ 審査の手続 

審査に当たっては、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼とし、担当職員の説明を聴取すると

ともに、例月出納検査及び定例監査結果を基に関係帳簿等の確認を行い、決算書及び附属書類が

地方公営企業法その他関係法令の規定に準拠して作成されているか、日高市監査基準に準拠して

いるか、計数が経営成績及び財政状態を適正に表示しているか審査した。 
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１ 水 道 事 業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

                                                   (単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収入率 前 年 度 決 算 額 増 減 額 増 減 率 

営 業 収 益 916,809,000 917,589,818 780,818 100.1% 1,002,487,405 △84,897,587 △8.5% 

営業外収益 157,857,000 194,419,246 36,562,246 123.2% 87,847,573 106,571,673 121.3% 

合 計 1,074,666,000 1,112,009,064 37,343,064 103.5% 1,090,334,978 21,674,086 2.0% 

 

収益的収入の決算額は１，１１２，００９，０６４円で、予算額を３７，３４３，０６４円（３．

５％）上回っており、前年度決算額と比較すると２１，６７４，０８６円（２．０％）の増加であ

る。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執行率 前 年 度 決 算 額 増 減 額 増 減 率 

営 業 費 用 1,158,799,000 1,112,771,719 46,027,281 96.0% 1,033,570,507 79,201,212 7.7% 

営業外費用 23,122,000 11,951,769 11,170,231 51.7% 12,940,236 △988,467 △7.6% 

特 別 損 失 48,000 17,394 30,606 36.2% 10,395 6,999 67.3% 

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 － 0 0 － 

合   計 1,186,969,000 1,124,740,882 62,228,118 94.8% 1,046,521,138 78,219,744 7.5% 

 

収益的支出の決算額は１，１２４，７４０，８８２円（執行率９４．８％）で、６２，２２８，

１１８円の不用額を生じた。前年度決算額と比較すると７８，２１９，７４４円（７．５％）の増

加である。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額はなかった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は１２，７３１，８１８円の不足である。また、消費税及び地方消費税抜きの損益に

ついては、後述「４ 経営成績」のとおり６２，５９１，８７８円の純損失である。 
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２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額であ

る。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

企 業 債 755,200,000 481,300,000 △273,900,000 63.7% 263,700,000 217,600,000 82.5% 

寄 附 金 1,000 0 △1,000 － 0 0 － 

負 担 金 3,850,000 3,850,000 0 100.0% 3,850,000 0 0% 

合   計 759,051,000 485,150,000 △273,901,000 63.9% 267,550,000 217,600,000 81.3% 

 

資本的収入の決算額は４８５，１５０，０００円で、予算額を２７３，９０１，０００円（３６．

１％）下回っているが、前年度決算額と比較すると２１７，６００，０００円（８１．３％）の増

加である。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

建設改良費 922,567,000 581,829,253 53,572,747 63.1% 425,617,852 156,211,401 36.7% 

企 業 債 

償 還 金 
106,600,000 106,599,150 850 100.0% 79,022,445 27,576,705 34.9% 

投 資 100,000,000 100,000,000 0 100.0% － 100,000,000 皆増 

合    計 1,129,167,000 788,428,403 53,573,597 69.8% 504,640,297 283,788,106 56.2% 

 

資本的支出の決算額は７８８，４２８，４０３円（執行率６９．８％）であった。支出の主なも

のは、配水管布設工事である。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による繰越額は２１２，１４５，０００円、継続費逓次繰

越額は７５，０２０，０００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は３０３，２７８，４０３円の資金不足となり、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額２２，５２９，１２６円、過年度分損益勘定留保資金７４，１５０，１２７円、減債積立金

１０６，５９９，１５０円及び建設改良積立金１００，０００，０００円で補塡された。 
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３ 業務の状況 

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増  減  数 増 減 率 備 考 

年度末 給水人口 54,526 人 54,760 人 △234 人 △0.4％ 普及率 99.9％ 

年度末 給水戸数 24,773 戸 24,444 戸 329 戸 1.3％   

年 間 配 水 量 6,755,095 ㎥ 6,698,220 ㎥ 56,875 ㎥ 0.8％   

年 間 有 収 水 量 6,184,164 ㎥ 6,246,612 ㎥ △62,448 ㎥ △1.0％   

有 収 率 91.5％ 93.3％ △1.8 ポイント     

本年度末の給水人口は５４，５２６人で、前年度と比較すると２３４人（０．４％）の減少、給

水戸数は２４，７７３戸で、前年度と比較すると３２９戸（１．３％）の増加となった。また、普

及率は９９．９％である。 

年間配水量は６，７５５，０９５㎥で、前年度と比較すると５６，８７５㎥（０．８％）の増加、

年間有収水量は６，１８４，１６４㎥で、前年度と比較すると６２，４４８㎥（１．０％）の減少

である。 

なお、有収率は９１．５％で、前年度と比較すると１．８ポイントの減少となった。 

  

 

４ 経営成績 

本年度の経営については、経常損失が６２，５９１，８７８円であり、特別利益ならびに特別損

失はないことから、当年度純損失も６２，５９１，８７８円となる。なお、前年度は純利益が８，

３５８，５６８円であり、７０，９５０，４４６円（７４８．８％）の減少である。 

 

 

５ 財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産は、有形固定資産が１８１，８１５，０２５

円の増加であり、また投資有価証券の取得により投資その他の資産が１００，０００，０００円の

増加となった。流動資産が７０，６９９，０５６円の減少となり、資産合計は２１１，１１５，９

６９円、２．１％の増加となった。 

負債は、固定負債が３５０，６１０，８５０円の増加、流動負債が２，７４２，２７１円の減少

となり、負債合計は２７３，７０７，８４７円、７．４％の増加となった。 

資本では、資本金が１２９，０２２，４４５円増加、剰余金が１９１，６１４，３２３円減少し

たことから、資本合計は６２，５９１，８７８円、１．０％の減少となった。 

これらのことにより、負債資本合計は、２１１，１１５，９６９円、２．１％の増加となった。 

 

６ 給水原価と供給単価について 

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減 率 

給 水 原 価 152 円 50 銭 139 円 62 銭 12 円 88 銭 9.2％ 

供 給 単 価 121 円 19 銭 133 円 1 銭 △11 円 82 銭 △8.9％ 

差 益 △31 円 31 銭 △6 円 61 銭 △24 円 70 銭  

給水原価については１５２円５０銭で、前年度と比較して１２円８８銭（９．２％）増加した。 

また、供給単価については１２１円１９銭で、前年度と比較して１１円８２銭（８．９％）減

少した。 
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Ⅱ 審査の結果 

令和４年度の業務の状況、事業収益をみると、給水戸数と年間配水量は増加しているものの、給水人

口と年間有収水量については前年度と比較して減少となっている。また、原油価格や物価の高騰による

負担増を軽減するため、公共施設等を除く全ての使用者に対し、４か月分の基本料金を免除した。この

減収分については地方創生臨時交付金を財源とした一般会計からの補助金で補塡された。このため、収

益的収入については、営業収益が減少しているが、営業外収益は増加しており、全体の決算額も増加と

なった。 

収益的支出についても、営業外費用が減少しているが、営業費用は増加しており、全体の決算額も増

加となった。 

水道事業の税抜きの事業収益合計は、１，００１，６１０，３１３円で、税抜きの事業費用合計の

１，０６４，２０２，１９１円を差し引くと、令和４年度の純損失は６２，５９１，８７８円となり、

前年度の純利益８，３５８，５６８円と比較すると損益は７０，９５０，４４６円の減少となった。 

財政状態については、流動資産は減少しているが、固定資産は増加となり、資産合計は増加となっ

た。負債については、流動負債は減少しているが、固定負債は増加となり、負債合計は増加となった。

資本については、資本金が増加しているが、剰余金は減少となり、資本合計は減少となった。 

また、建設改良工事については、武蔵台減圧場減圧槽等更新工事のほか、配水管の新設及び老朽管の

布設替えが行われている。今後においても、施設の更新工事の実施など、多額な費用が見込まれること

となることから、企業債の借入れを行う場合は、後年度の負担が過度とならないよう計画的に行う必要

がある。 

また、経営指標を見ると料金回収率が１００％を下回っている。これは、事業に必要な費用を水道料

金で賄えていない状況である。今後、人口減少により水道料金の減少が見込まれる一方、水道施設の老

朽化に伴う多額の更新工事が必要と見込まれることから、より適正な事業経営が求められる。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係

法令の規定に準拠して作成され、その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、かつ、会

計帳簿、証書類の処理も妥当であることが認められた。 
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２  下  水  道  事  業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区   分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

収 益 
743,898,000 738,375,321 △5,522,679 99.3% 635,178,395 103,196,926 16.2% 

営業外 

収 益 
406,328,000 412,262,176 5,934,176 101.5% 315,103,732 97,158,444 30.8% 

計 1,150,226,000 1,150,637,497 411,497 100.0% 950,282,127 200,355,370 21.1% 

農

集

事

業 

営 業 

収 益 
6,452,000 6,206,706 △245,294 96.2% 6,273,947 △67,241 △1.1% 

営業外 

収 益 
41,019,000 41,022,585 3,585 100.0% 42,361,843 △1,339,258 △3.2% 

計 47,471,000 47,229,291 △241,709 99.5% 48,635,790 △1,406,499 △2.9% 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

営 業 

収 益 
－ － － － 113,656,582 △113,656,582 皆減 

営業外 

収 益 
－ － － － 40,667,505 △40,667,505 皆減 

計 － － － － 154,324,087 △154,324,087 皆減 

合 計 1,197,697,000 1,197,866,788 169,788 100.0% 1,153,242,004 44,624,784 3.9% 

※コミュニティ・プラント事業は、令和４年度から下水道事業へ編入された。 

 

収益的収入の決算額は１，１９７，８６６，７８８円で、予算額を１６９，７８８円（０．０１％）

上回った。前年度決算額と比較すると、４４，６２４，７８４円（３．９％）の増加である。 
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(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

費 用 
938,518,000 900,671,659 37,846,341 96.0% 779,020,756 121,650,903 15.6% 

営業外

費 用 
103,231,000 93,123,379 10,107,621 90.2% 69,333,997 23,789,382 34.3% 

特 別 

損 失 
118,000 15,725 102,275 13.3% 367,027 △351,302 △95.7% 

予備費 6,500,000 0 6,500,000 － 0 0 － 

計 1,048,367,000 993,810,763 54,556,237 94.8% 848,721,780 145,088,983 17.1% 

農

集

事

業 

営 業 

費 用 
44,408,000 38,703,674 5,704,326 87.2% 40,393,872 △1,690,198 △4.2% 

営業外 

費 用 
918,000 917,940 60 100.0% 1,041,184 △123,244 △11.8% 

予備費 1,500,000 0 1,500,000 － 0 0 － 

計 46,826,000 39,621,614 7,204,386 84.6% 41,435,056 △1,813,442 △4.4% 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

営 業 

費 用 
－ － － － 123,776,835 △123,776,835 皆減 

営業外 

費 用 
－ － － － 926,852 △ 926,852 皆減 

特 別 

損 失 
－ － － － 0 0 － 

予備費 － － － － 0 0 － 

計 － － － － 124,703,687 △124,703,687 皆減 

合 計 1,095,193,000 1,033,432,377 61,760,623 94.4% 1,014,860,523 18,571,854 1.8% 

※コミュニティ・プラント事業は、令和４年度から下水道事業へ編入された。 

 

収益的支出の決算額は１,０３３,４３２,３７７円（執行率９４．４％）で、６１,７６０,６２３円

の不用額を生じた。前年度決算額と比較すると、１８,５７１,８５４円（１．８％）の増加である。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額はない。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は１６４，４３４，４１１円である。なお、消費税及び地方消費税抜きの損益について
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は、後述「４ 経営成績」のとおりで１５５，７４９，８０２円の純利益である。 

２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

企 業 債 302,300,000 570,600,000 268,300,000 188.8% 309,400,000 261,200,000 84.4% 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

8,200,000 26,224,683 18,024,683 319.8% 4,887,118 21,337,565 436.6% 

他 会 計 

補 助 金 
17,460,000 17,460,000 0 100.0% 25,266,000 △7,806,000 △30.9% 

基 金 

収 入 
26,000 9,570 △ 16,430 36.8% － 9,570 皆増 

国 庫 

補 助 金 
40,000,000 40,000,000 0 100.0% 248,000,000 △208,000,000 △83.9% 

計 367,986,000 654,294,253 286,308,253 177.8% 587,553,118 66,741,135 11.4% 

農

集

事

業 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

1,000 0 △1,000 － 0 0 － 

計 1,000 0 △1,000 － 0 0 － 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

基 金 

収 入 
－ － － － 25,659 △25,659 皆減 

計 － － － － 25,659 △25,659 皆減 

合 計 367,987,000 654,294,253 286,307,253 177.8% 587,578,777 66,715,476 11.4% 

※コミュニティ・プラント事業は、令和４年度から下水道事業へ編入された。 

 

資本的収入の決算額は６５４，２９４，２５３円で、予算額を２８６，３０７，２５３円（７７．

８％）上回っている。前年度決算額と比較すると、６６，７１５，４７６円（１１．４％）の増加で

ある。 

なお、分担金及び負担金のうち、受益者負担金は１，９６９，４９０円、建設協力金は１９，８６

３，９３０円であった。 
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(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

建 設 

改良費 
263,494,000 181,231,339 82,262,661 68.8% 866,994,866 △685,763,527 △79.1% 

企業債

償還金 
534,612,000 534,610,282 1,718 100.0% 597,641,483 △63,031,201 △10.5% 

投 資 26,000 9,570 16,430 36.8% － 9,570 皆増 

計 798,132,000 715,851,191 82,280,809 89.7% 1,464,636,349 △748,785,158 △51.1% 

農

集

事

業 

企業債 

償還金 
6,594,000 6,593,636 364 100.0% 6,470,923 122,713 1.9% 

計 6,594,000 6,593,636 364 100.0% 6,470,923 122,713 1.9% 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

企業債 

償還金 
－ － － － 20,112,000 △20,112,000 皆減 

投 資 － － － － 25,659 △25,659 皆減 

計 － － － － 20,137,659 △20,137,659 皆減 

合 計 804,726,000 722,444,827 82,281,173 89.8% 1,491,244,931 △768,800,104 △51.6% 

※コミュニティ・プラント事業は、令和４年度から下水道事業へ編入された。 

 

資本的支出の決算額は７２２，４４４，８２７円（執行率８９．８％）であった。 

支出の主なものとしては、下水道事業の建設改良費において、小畔川第７号雨水幹線整備工事、浄

化センターの沈砂池ポンプ棟送風機更新工事等が実施された。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による繰越額はない。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は６８，１５０，５７４円の不足となるが、令和元年度から令和３年度までに同意済の

企業債３３９，５００，０００円が令和３年度決算における未払金相当分の財源として令和４年度に

収入し、補塡されているため、４０７，６５０，５７４円の資金不足となる。この不足額は、過年度

分損益勘定留保資金７，５４７，３７７円、当年度分損益勘定留保資金２６６，４１８，５８８円、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８，６８４，６０９円及び減債積立金１２５，００

０，０００円で補塡された。 
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３ 業務の状況 

項 目 区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 数 増 減 率 備 考 

年 度 末 処 理 

区 域 面 積 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

712.72ha 

14.00ha 

－ 

568.34ha 

14.00ha 

157.80ha 

144.38ha 

0.00ha 

△157.80ha 

25.4％ 

0％ 

皆減     

年 度 末 処 理 

区 域 内 人 口 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

36,019人 

287人 

－ 

33,956人 

307人 

7,190人 

2,063人 

△20人 

△7,190人 

6.1％ 

△6.5％ 

皆減   

年度末水洗化

済 人 口 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

35,960人 

272人 

－ 

33,467人 

295人 

7,190人 

2,493人 

△23人 

△7,190人 

7.4％ 

△7.8％ 

皆減   

年度末水洗化

済 戸 数 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

16,947戸 

120戸 

－ 

14,972戸 

132戸 

3,316戸 

1,975戸 

△12戸 

△3,316戸 

13.2％ 

△9.1％   

皆減  

年度末普及率 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

65.3％ 

0.5％ 

－ 

61.2％ 

0.6％ 

13.1％ 

4.1ﾎﾟｲﾝﾄ 

△0.1ﾎﾟｲﾝﾄ 

△13.1ﾎﾟｲﾝﾄ 

            

 

対 行 政 

人 口 比 

年 間 汚 水 

処 理 水 量 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

4,268,244㎥ 

41,217㎥ 

－ 

3,579,085㎥ 

40,864㎥ 

762,908㎥ 

689,159㎥ 

353㎥ 

△762,908㎥ 

19.3％ 

0.9％  

皆減   

年間有収水量 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

4,086,206㎥ 

35,794㎥ 

－ 

3,416,283㎥ 

36,063㎥ 

726,193㎥ 

669,923㎥ 

△269㎥ 

△726,193㎥ 

19.6％ 

△0.7％   

皆減   

 

有 収 率 

 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

95.7％ 

86.8％ 

－ 

95.5％ 

88.3％ 

95.2％ 

0.2ﾎﾟｲﾝﾄ 

△1.5ﾎﾟｲﾝﾄ 

△95.2ﾎﾟｲﾝﾄ 

 

  

※コミュニティ・プラント事業は、令和４年度から下水道事業へ編入された。 

 

下水道事業については、コミュニティ・プラント事業を下水道事業に編入したことや算出方法を見

直し、数値を精査したことなどにより、本年度末の水洗化済人口は３５，９６０人で、前年度末と比較

すると２，４９３人（７．４％）の増加、水洗化済戸数は１６，９４７戸で、前年度末と比較すると１，

９７５戸（１３．２％）の増加となった。年間汚水処理水量は４，２６８，２４４㎥で、前年度末と比

較すると６８９，１５９㎥（１９．３％）の増加、有収率は９５．７％で、前年度末と比較すると０．

２ポイント増加した。 

農業集落排水事業については、算出方法を見直し、数値を精査したことなどにより、本年度末の水洗

化済人口は２７２人で前年度末と比較すると２３人（７．８％）の減少、水洗化済戸数は１２０戸で、

前年度末と比較すると１２戸（９．１％）の減少となった。年間汚水処理水量は４１，２１７㎥で、前

年度末と比較すると３５３㎥（０．９％）の増加、有収率は８６．８％で、前年度末と比較すると１．

５ポイント減少した。 
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４  経営成績  

本年度については、経常利益が１５５，７４９，８０２円であり、特別利益、特別損失がないこと

から、当年度純利益は１５５，７４９，８０２円となる。なお、前年度の純利益は８５，３１１，８

９５円であり、７０，４３７，９０７円（８２．６％）増加した。 

 

 

５  財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産は、有形固定資産が３７０，０４４，７８４円

の減少、流動資産が７４，４５３，９６３円の減少などにより、資産合計は４５６，８１０，１６７

円、２．７％の減少となった。 

負債合計では、固定負債の企業債の増加があったが、未払金の減少などにより６１２，５６９，５

３９円、５．１％の減少となった。 

資本合計は、資本金及び剰余金の増加により１５５，７５９，３７２円、３．２％の増加となっ

た。 

これらのことにより、負債資本合計は４５６，８１０，１６７円、２．７％の減少となった。 

 

 

６  処理原価と使用料単価について 

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減 率 

処 理 原 価 163 円 12 銭 142 円 63 銭 20 円 49 銭 14.4％ 

使 用 料 単 価 158 円 19 銭 157 円 67 銭  52 銭 0.3％ 

差 益 △4円 93 銭 15 円  4 銭 △19 円 97 銭  

処理原価については１６３円１２銭で、前年度と比較すると２０円４９銭（１４．４％）増加し

た。また、使用料単価については１５８円１９銭で、前年度と比較すると５２銭（０．３％）増加し

た。 

その結果、差益は処理原価が使用料単価を４円９３銭上回り、前年度と比較すると１９円９７銭の

減少となった。 
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Ⅱ 審査の結果 

令和４年度の経営成績をみると、コミュニティ・プラント事業が下水道事業に編入され、収益的収

入においては、農業集落排水事業の収益が減少したが、下水道事業の収益で増加となり、全体の決算

額としては増加となった。 

また、収益的支出においては、農業集落排水事業は減少しているが、下水道事業は増加となり、全

体の決算額としては増加となった。 

このほか、資本的収入においては、下水道事業が増加し、全体の決算額も増加となった。さらに、

資本的支出においては、農業集落排水事業の支出が増加しているが、下水道事業で減少となり、全体

の決算額としては減少となった。 

下水道事業、農業集落排水事業の税抜きの事業収益合計は１，１３２，３８２，２７０円で、税抜

きの事業費用合計９７６，６３２，４６８円を差し引くと、令和４年度の純利益は１５５，７４９，

８０２円となり、前年度と比較して７０，４３７，９０７円の増加となった。 

キャッシュ・フロー計算書では、令和４年度末における現金・預金は、資金期首残高と比較して４

９，０３４，９４０円減少し、令和４年度末残高は３０８，１２３，０２１円となっている。 

現金・預金の確保には、使用料による収入が重要となるが、近年、下水道使用料は減少傾向となっ

ており、経営指標を見ると、経費回収率が１００％を下回っている。これは、事業に必要な費用を下

水道使用料等の使用料で賄えていないことを意味しており、当年度純利益が出ているものの、繰出基

準外の一般会計繰入金の増加によるところが大きい。 

今後、人口減少により使用料収入の減少が見込まれる一方、施設の老朽化に伴う多額の更新工事が

予定されていることから、維持管理費等の経費削減に努めるのはもちろんのこと、将来を見据えた計

画的な経営がより一層求められる。 

下水道事業、農業集落排水事業といった地方公営企業の運営にあたっては、独立採算制が原則では

あるが、経済性だけではなく公共性という性質を持つ以上、公費で負担すべき部分である経費につい

ては、いわゆる繰出基準内の一般会計繰入金として収入すべきであり、繰出基準外の一般会計繰入金

に依存した収支構造となるのは望ましくはない。 

そのためにも、一般会計繰入金と使用料の経費の負担区分に基づいた財源の確保を図り、使用料に

ついては受益と負担の最適なあり方の検討が必要であると考える。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関

係法令の規定に準拠して作成され、その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、か

つ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であることが認められた。 

 

 


